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�愛媛県告示第１８０号
平成２８年１月１８日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

�愛媛県告示第１７８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１７９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づき、指定自立支援医療機関

の名称及び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定…………………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）……８９

○ 指定自立支援医療機関の名称の変更…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……８９

○ 農用地利用配分計画の認可………………………………………………………………………………………………（農産園芸課担い手・農地保全対策室）……８９

○ 解除予定保安林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）……９０

○ 指定居宅サービス事業の廃止……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）……９０

○ 指定介護予防サービス事業の廃止………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９０

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）……９１

○ 指定道路の指定……………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……９１

○ 土地改良区の定款変更の認可……………………………………………………………………………………………………………（南予地方局農村整備課）……９１

○ 道路の供用開始（県道長月城辺線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局愛南土木事務所）……９１

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要………………………………………（南予地方局八幡浜支局環境保全課）……９１

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）……９６

○ 県立学校校内ＬＡＮ用端末機器等の借入れ…………………………………………………………………………………………………………（高校教育課）……９６

公営企業管理規程

○ 愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程……………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）……９７

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

きずな薬局 松山市千舟町三丁目１番地４チソクビ
ル３階南室 株式会社ＹＯＵＫＯＵ 精神通院医療（薬

局）
平成２８年
２月１日

変 更 前 変 更 後
変更年月日

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

訪問看護ステーションさくら 松山市生石町６６５番地オフィス
フライブルグ２０１号室 訪問看護ステーションポラリス 松山市枝松５丁目６番４８号第３

井上ビル１Ｆ東号室 平成２８年１月１５日

毎週（火・金）曜日発行 第２７５０号 平成２８年２月２３日

平成２８年２月２３日火曜日 第２７５０号

愛 媛 県 報

８９
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項の規定に基づき認可した。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

２ 認可年月日

平成２８年２月１５日

�������
�愛媛県告示第１８１号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

南宇和郡愛南町脇本４５３の３、７３９の３、７３９の４、７３９の５

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第１８２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２８年２月２３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１８３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２８年２月２３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

濱 中 寿 也 愛媛県松山市神浦１８
３４番地

愛媛県松山市神浦２９
０８番ほか１筆 ２，３５１

農事組合法人
八反地営農組合

愛媛県松山市八反地
甲２２８番地１

愛媛県松山市八反地
甲９９８番１ほか１８筆 ９，９８３

越 智 祐二郎 愛媛県西条市飯岡８２
４番地

愛媛県西条市飯岡字
久保６４６番１ １，８６４

越 智 文 雄 愛媛県西条市飯岡１８
４９番地１

愛媛県西条市飯岡字
申塚１９０３番１ほか１
筆

２，５４４

越 智 壽 昭 愛媛県西条市飯岡２２
７３番地

愛媛県西条市飯岡字
桶井１００４番１ほか３
筆

３，８６５

� 橋 千 尋 愛媛県西条市飯岡１２
００番地１

愛媛県西条市飯岡字
鳥居前３１１番 １，４４０

中 村 茂 愛媛県西条市北条１７
０１番地２

愛媛県西条市北条１６
８４番ほか１筆 ３，８６８

農事組合法人
増穂生産組合

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙４７２番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１２８９番１ほ
か３３筆

５１，０９３

内 山 均 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１５３５番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙２６３番１ほ
か３筆

１０，３３５

中 村 壽 夫 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１８０番地３

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１４５８番１ほ
か７筆

６，９０５

池 田 定 彦 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙３１０番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙７６番１ほか
６筆

４，２７５

池 田 岳 史 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１０７番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１０３番１ほ
か５筆

７，２４７

菊 地 和 男 愛媛県宇和島市津島
町増穂乙７０７番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１７１５番１ほ
か２１筆

２０，５０２

谷 口 貴 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１５９５番地７

愛媛県宇和島市津島
町増穂乙１８１番１ほ
か７筆

６，１８１

三 曳 友 幸 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙７８５番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１７２０番１ほ
か８筆

１１，６８８

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人ミュゲの会 ヘルパーステーション みゅげ 愛媛県東温市見奈良８１１番地１シニア
ライフセンター みゅげ 訪問介護 平成２８年１月１日

株式会社
山口園芸

愛媛県宇和島市津島
町山財４９２５番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１６０３番３ほ
か１筆

２，６６８

西 田 知 史 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙７８３番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１５８３番１ほ
か９筆

１０，５７０

松 田 健 二 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１５６８番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂乙１１００番ほか
８筆

９，７７７

山 村 武 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１３８７番地４

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１２４６番１ほ
か６筆

６，８３０

梶 原 春 榮 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙６３５番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１３２３番１ほ
か１５筆

１３，３３９

山 本 豊 愛媛県宇和島市津島
町増穂乙９９０番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂乙５１５番ほか
２筆

２，４５５

池 田 満 明 愛媛県宇和島市津島
町増穂丙２９５番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙１１４番１ほ
か２筆

２，５４５

山 下 文 隆 愛媛県宇和島市津島
町増穂乙５４３番地

愛媛県宇和島市津島
町増穂乙５１８番ほか
２筆

２，９２８

川 田 秀 利 愛媛県宇和島市保田
甲３３３番地４３

愛媛県宇和島市津島
町槇川２１３６番１ほか
３筆

４，５１２

愛 媛 県 報平成２８年２月２３日 第２７５０号

９０
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�愛媛県告示第１８６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２８年２月２３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２８年２月９日

３ 指定道路の位置

伊予市米湊字西窪９３０番１

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 １７．４３メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�愛媛県告示第１８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

長浜町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２８年２月２３日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

�������
�愛媛県告示第１８９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び西予市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

�愛媛県告示第１８４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年２月２３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１８５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２８年２月２３日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人ミュゲの会 ヘルパーステーション みゅげ 愛媛県東温市見奈良８１１番地１シニア
ライフセンター みゅげ 介護予防訪問介護 平成２８年１月１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第４６号

平成２８年２月１２日
東温市西岡字木原甲７８番１、甲７８番４及び甲７９番６

松山市東石井五丁目１１番３号

はなまる宅建有限会社

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第４７号

平成２８年２月１２日
東温市北方字高曽根甲６６８番３

東温市北方６６８番地３

瀧 澤 美 知 子

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長月城辺線 南宇和郡愛南町御荘長月９９０番１ 平成２８年２月２３日

愛 媛 県 報平成２８年２月２３日 第２７５０号
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平成２８年２月２３日

愛媛県八幡浜保健所長 河 野 英 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社 宇和島海道

愛媛県宇和島市寄松甲１３８５番地

代表取締役 玉留 一

２ 事業場の名称及び所在地

宇和島海道 明浜工場

愛媛県西予市明浜町渡江

３ 特定施設に関する事項

� �１（Ａ－１ 灌流台）

� �２（Ａ－２ 魚〆機）

� �３（Ａ－４ プレス式ヘッドカッター）

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第３号 水産食料品製造業の用に供す
る施設 イ 水産動物原料処理施設

特 定 施 設 の 能 力 ４３０尾／時

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ７時～１７時
間 欠

特定施設の１日当たりの使用
時間 ４～６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ３．４

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９．９

最大 ２９．９

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～７時、１５時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ６０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１

最大 ０．２

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 １，２００尾／時

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 ２０～６０尾／分

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６
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� �４（Ａ－６ 立体型万能ウロコ取機）

� �５（Ａ－７ 冷却殺菌槽）

� �６（Ａ－８ ハマチ、カンパチ三枚卸機）

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １８０

最大 ２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １２０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８０

最大 １００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．１

最大 ０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０．３

最大 ３１．８

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 ハマチ：９００～１，２００尾／時

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １４０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ２８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．８

最大 ３．２

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １８

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 海水最大容量 ４．２７５トン

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５０

最大 １８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ７０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ２８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ３０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．０

最大 ５．０

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 ２０～２５尾／分

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～１９時
連 続
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� �７（Ａ－９ タイ三枚卸機）

� �８（Ａ－１１ 魚類皮剥ぎ機）

� �９・１０（Ａ－１３・Ａ－１４ オゾン殺菌槽）

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５０

最大 １８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２０

最大 １５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．６

最大 ６．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １．２

最大 ３．６

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 ２５尾／分

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～７時、１５時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２０

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

特 定 施 設 の 種 類
政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 イ 水産動物原料処
理施設

特 定 施 設 の 能 力 ２０～４０フィレー／分

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～７時、１５時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ８時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５０

最大 ３００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３．４

最大 ５．５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第３号 水産食料品製造業
の用に供する施設 ロ 洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 約１９０リットル（１槽あたり）
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４ 汚水等の処理施設に関する事項

� Ａ 産業系排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 排水口Ａ

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 ３時～１９時
連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２００

最大 ３００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．５

最大 ２．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ２５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４．８

最大 ６．０

備考 汚水等の量は１台あたりの量。

処理施設の使用時間間隔 ０時～２４時
連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態

の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３０

最大 １６０

通常 ６．６

最大 ８．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６

最大 ３５

通常 １１

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １７

最大 ２１

通常 ８．１

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．３

最大 ３．０

通常 ０．７７

最大 １．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５４

最大 ７１

通常 ３．７

最大 ４．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５０

最大 １９４．４

通常 １５０

最大 １９４．４

備考 特定施設以外の排水をあわせて処理する。

工 事 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 完 成 予 定 年 月 日 着工６ヶ月後

使 用 開 始 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 排水処理施設

処 理 施 設 の 型 式 オイルバクターシステム

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 奥行１７．０メートル 幅８．７メートル
高さ５．９メートル

処 理 施 設 の 能 力 １９４．４立方メートル／日

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 初期生物処理＋接触ばっ気処理＋活性汚
泥処理＋沈殿・生物ろ過処理

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．０

最大 ８．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．３

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．７８

最大 １．０

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．１

最大 ５．５
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公 告

� 排水口Ｂ～Ｆ

排水口Ｂ～Ｆは雨水専用排水口である。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

県立学校校内ＬＡＮ用端末機器等の借入れ

� 借入物品名及び数量

校内ＬＡＮ端末機器等一式（サーバー６６台、パーソナルコン

ピュータ１８８１台、プリンタ６０３台、周辺機器一式、ソフトウェ

ア一式、搬入、据付け、調整等一式）

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

平成２８年７月１日から平成３４年６月３０日まで

� 借入場所

入札説明書及び仕様書による。

� 入札方法

ア 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２６年度、

平成２７年度及び平成２８年度の製造の請負等に係る一般競争入札に

参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当する

もの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに、要求する仕様の機器を確実に納入で

きる体制が整備されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守の体制が整備されていることを証明した

者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課施設管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２９５１

� 入札書の受領期限

平成２８年４月４日（月）午後２時

� 入札説明書の交付方法

平成２８年２月２３日（火）から３月１４日（月）までの執務時間

中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３

年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時３０分か

ら午後５時１５分までをいう。）に�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２８年４月４日（月）午後２時

愛媛県庁本館２階総務部入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２８年２月２３日

愛媛県知事 中 村 時 広

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５２．５

最大 １９９．４

備考 排水口Ａからは産業系排水処理施設及び生活排水処理施設からの排水
を排出する。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２８年２月１０日 特定非営利活動法人
えひめ心のつばさ 大 野 まつみ 松山市余戸南３丁目３番３９号 この法人は、いじめや心の悩みで学校に行けな

くなった子ども達や引きこもりの青年などに対
して、心のケアや指導を専門的に行い、再び学
校や職場（社会）復帰するまで支援する事業を
行い、地域社会における青少年の健全育成に寄
与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２８年２月２３日 第２７５０号
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なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

提出期限：平成２８年３月１７日（木）午後５時１５分

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Computer

Equipment and Related Services for Installing Terminal

Unit，for the prefectural school LAN（Local Area Network），

１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，４ April２０１６

（tenders submitted by mail：５：１５ p．m．，１ April２０１６）

� For further information， please contact： Facilit ies

Administration Section，High School Education Division，

Guidance Department， Ehime Prefectural Board of

Education，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０

Japan

TEL０８９―９１２―２９５１

�愛媛県公営企業管理規程第１号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２８年２月２３日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区分 単位 金 額 備考 名 称 区分 単位 金 額 備考

省略 省略

人工授精料 省略 人工授精料 省略

ロボット支援腹腔鏡下直腸

悪性腫瘍手術
１回 １，９４２，０００円

省略 省略

注 省略 注 省略

平成２８年２月２３日 発行
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